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第一章：緒論 
1.1  はじめに  
1.1.1 都市域における熱環境の現状 
都市域では多くの建物が建設され，電化製品などの普及から建物内におけるエネルギー多消
費化が進んでいる．図 1.1 に示すように民生部門のエネルギー消費量は 1973 年度から 2007 年
度までの間に 2.5 倍 1)の増加となり，エネルギー消費量の伸び率は他の部門より高いことがわ
かる．また，都市域では人工廃熱の増加や，緑地の減少などによりヒートアイランド現象が発
生し，真夏日や熱帯夜日数の増加などの熱環境悪化を引き起こしている． 
このような問題の対策として，東京都では 2005 年 7 月に，民間事業者や都民にヒートアイ
ランド対策に取り組むためのガイドラインを取りまとめ情報提供するなど，エネルギーのあり
方を考え，見直す施策を推進している． 
地球温暖化問題が社会的に認知され，CO2 削減策の取り組みが様々な分野で推進されるまで
に至っている．メディアに多く取り上げられ，専門知識を持たない市民にも環境に対する意識
は高まっており，必要最低限のエネルギーを使って快適生活を送れる社会の実現を目指してい
くことが重要である． 
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図 1.1 部門別エネルギー消費量の変化率 
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1.1.2 都市熱負荷源としての空気調和システム 
近年では室内環境の快適性の追求から，ほとんどの建物に空調設備が設置されている．しか
し，建物内で消費されるエネルギー消費量のうち，空調エネルギーが占める割合は約 40％であ
り，多くのエネルギーを消費している． 
空気調和システムには吸収冷凍機や水冷式チラーなどの種類があり，建物用途に適したシス
テムが採用されてきた．中規模以上の建物では，熱源機により冷温水をつくって循環させ，そ
の冷温水を利用して空調する中央式空調方式が主流であったが，近年では個別分散型の空気熱
源ヒートポンプの普及が拡大している．個別分散型空調機は常駐管理者不在の小規模建物の主
空調として適用されていたが，近年では延床面積が 10 万㎡クラスの大規模建物における空調
システムとして採用されるまでに至っている． 
個別分散空調機は，建物への据付工事が容易で，設備費も他の空調システムと比べると安価
であり，また室内機の設定を部屋毎に個別制御することができる．さらに設備変更が簡単で，
機械室を設ける必要がないため，室内を有効活用できるなど，本空調機の利点は多い． 
しかし，空調設備の問題点として，ひとつはクレームレスに伴った過剰容量機器の設置が挙
げられる．建物負荷に対して機器の容量が過大だと，空調機の負荷は低下し，本来の性能を発
揮せず効率の悪い運転になる．また，夏季における空調機の使用頻度が最も高くなる時間帯は，
気温が一番高くなる昼頃であり，その時間に空気熱源ヒートポンプの廃熱は図 1.2 に示すよう
にそのほとんどが顕熱として大気中に放出される．そのため，空調廃熱はヒートアイランド現
象などの熱環境悪化の要因のひとつとされている．加えて空気熱源ヒートポンプは急速に需要
が拡大していることから，熱環境へ及ぼす影響は今後増加していくと考えられる． 
このような観点から環境負荷低減策として，空調機の性能を正確に把握・評価し，建物負荷
に適した機器を選定することが重要であるといえるが，未だに評価できる手法は開発されてい
ない． 
 
 
図 1.2 空気熱源ヒートポンプの熱サイクル 
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1.1.3 現行の空気熱源ヒートポンプの性能評価法の問題点 
空気熱源ヒートポンプの性能評価法には， JIS および JRA 規格による試験法が一般的である．
これらの評価は，一般的には空気エンタルピー法と呼ばれる手法を用いて行なわれる．空気エ
ンタルピー法とは，温度・湿度を設定できる試験室内で空調機を運転させ，空調機の性能を測
定する手法である．しかし，これらの試験は一定の温度条件下で行われ，かつ，圧縮機回転数
やファンの回転数についての規定が無いため，実運用時の性能との間に乖離が生じる．実際の
運用時では，年間を通しての総合的な効率が重要になるため，これらの定格試験のみでは不十
分である．これを受けて，2006年から年間を通してのエネルギー消費効率である APF ( Annual 
Performance  Factor) 表示が義務づけられている．この APF は，定格試験と比較して実運用
時の性能に近い評価法であると言えるが，APF の算出に用いる建物負荷や温度条件は一義的な
ものではなく，建物の立地条件や地域特性によって様々であるという問題がある．例えば,同
機種の空調機を異なる建物に設置した場合でも，配管長の相違によってエネルギー損失量は異
なるため，空調能力は機器毎に変化する．また，建物用途によって空調機の運用形態は様々で
あり，空調性能を試験室で正確に評価することは難しい．建物また，実際の建物においては，
空調機の過剰設備や経年劣化等によってAPFでは評価できない部分負荷で空調機が運転してお
り，それらも考慮した評価を行う必要がある． 
また空調機は APF 評価に対応するため，負荷率が 50～70％のときの性能は高くチューニング
されているが，高負荷時や負荷率が 20～30％のときの性能は低くなる．実際の空調機の運転は
様々であるため，この評価のみでは空調性能を正確に表現できない． 
したがって，実運用時における性能評価手法の確立は非常に重要な課題であり，今後の環境
面に即した対応や，空調技術の健全な発展には欠かすことのできない技術要素である． 
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1.2 研究の概要 
1.2.1 研究目的 
本研究では，実運用下における空気熱源ヒートポンプの吹出し熱フラックスから性能を評価
する方法を検討し，実用的な精度であることを明らかにする．なお，冷・暖房時で評価可能な
手法を検討する．さらに，都市域における空調廃熱量を試算することにより，同空調機の熱環
境負荷量の定量化を行なう． 
 
 
1.2.2 関連既往研究および本研究の独創性 
近年になって家庭用エアコンや業務用空調機の性能評価法に関する研究論文等が散見でき
るが,いずれも計測手法や解析手法に再考を要するものである． 
関連する既往研究において赤嶺ら2)は，室内機の吸込み口に風速計を取り付け，吸込み風速
と風量の相関が高いこと，COP評価には吸込み風速を予測する手法が妥当であることを示した．
吹出し風量を8つのエリアに分けて計測を行なっているが，吹出し気流の熱フラックス分布特
性については言及していない． 
三浦ら3)は，家庭用ルームエアコンについて実性能の簡易測定を行い，冷房能力を室外機の
放熱量を測定することで求めた．風量の算出には吹出し口の数ヶ所に風速計を取りつけ，吹出
し面の面積を乗じることで求めているが，風速分布は複雑であり，計測箇所によって大きな誤
差が生じてしまう恐れがある． 
新たな手法として高橋ら4)5)6)7)は,圧縮機の冷媒流量特性に基づく性能評価手法の有意性を
検討し，実機の性能を評価している．この手法は，圧縮機の冷媒流量特性に着目し，圧縮機
からの吐出流量を冷媒の状態量から推定し，室内機配管の出入口のエンタルピーの差から
空調能力を算定するものである．空調システム全体の性能を求めるのには有効であるが，
複数の室内機に一つの室外機が対応しているマルチユニット型の空気熱源ヒートポンプ
では，室内機ごとに流れている冷媒の流量および圧力などの状態量を特定することは困難
であり，冷媒側から有効発生熱量を求める評価手法では室内機単体の空調性能を評価でき
ない． 
湯本ら8)9)が以前に行った実験によれば，熱フラックスの分布結果から熱フラックスの分布に
関して支配的な要素が風速であること，また室外機側で計測する場合，熱フラックスは同心円
状の分布傾向を持つことなどを明らかにした．性能評価には，座標で示されたポイントのエン
タルピーと風速，空気密度にダクトの断面積を乗じて求めているが，実験は環境試験室を用い
た一定負荷で行われており，連続的負荷変動時における発生熱量の計測精度や，設定温度や風
量が変化したときの吹出し気流分布の基礎データは揃っていない．本手法の実用化には異機種
間での適応性や，例えば高価な三次元風速計を一般に普及している比較的安価なスカラー風速
計などに置換するなど，汎用性の検討およびさらに簡易な手法を開発する必要がある． 
室外機による計測法は，室外機からの熱フラックスをダクトで誘導して計測する方法であり，
マルチユニット型の機種に対して合理的な計測方法である．しかし，実用化にあたってはダク
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ト形状が異なるときの計測精度の比較や，複雑な吹出し気流の高精度計測方法を追加検討する
などして，計測精度を向上させる必要がある． 
 また、都市の熱環境負荷量に関するこれまでの研究の多く 10)11)12)は，ヒートアイランド緩和
対策の導入による効果を評価したものや、非現実的な街区を対象として全建物が一斉に対策を
導入した場合の熱環境緩和効果を検討するものがほとんどであり、実運用下での空調性能の高
精度評価に基づく廃熱量の詳細な定量解析に特化したものや，建物用途別の空調エネルギー消
費量から廃熱量の分析を行った事例はほとんど見られない． 
このように，実運用時の性能評価に関する研究事例は徐々に増えつつあるが，空調空間の気
流分布や，高効率エアコンの開発事例，最適な制御手法の開発等に関するものが多く，室
内・外機吹出部近傍の熱フラックスの詳細な特性から実性能を評価する手法を具体的に扱
った研究は行なわれていない．したがって，これらの観点から，本研究の独創性は非常に
高いといえる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 9 
1.3 本論文の構成 
 第一章では研究背景，研究目的，関連する既往研究および，本研究の独創性について述べる． 
第二章では実運用時における熱フラックス計測による空気熱源ヒートポンプの性能評価手
法に関する実験について述べる．空気熱源ヒートポンプの室内・室外機からの吹出し気流分布
特性の基礎データ収集や，熱フラックスの計測から有効発生熱量を算出し，その計測精度につ
いて検討する． 
第三章では熱フラックス計測の実験結果から，実運用時にも適応可能な空気熱源ヒートポン
プの性能の簡易評価手法を検討した． 
第四章では実運用下における空気熱源ヒートポンプの性能評価実験について述べる．空調機
を様々な負荷で運転させた時の吹出し熱フラックスを計測し，負荷毎の気流分布特性をまとめ
た．また，第三章で提案した簡易評価手法の精度検証を行なった． 
第五章では，第四章で述べた実性能の評価結果から，空気熱源ヒートポンプの廃熱量をマク
ロ計算し，同空調機の熱環境負荷量の定量化を行なった． 
 第六章では本研究の成果および今後の課題などについて述べる． 
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第二章：熱フラックス計測による性能評価法の確立 
2.1 実験の概要 
空気熱源ヒートポンプの性能評価は，室内・外機での熱フラックスを測定することにより求
めることができる．しかし，吹出し気流は非常に複雑であるため，その高精度計測は困難であ
る．そこで，本実験では空調機吹出し面を多数のメッシュに分割して，吹出し気流の詳細な熱
フラックス分布特性を測定した．この熱フラックスの総和により空調能力を算定した． 
 
2.1.1 実験装置 
本実験は，平成 19 年 4 月～6月の間に，工学院大学八王子キャンパス内に設置された図 2.1
に示す環境試験室（KTC）にて行った．試験室は，熱的緩衝帯で囲まれた 2 つの実験室を備え
ており，居住環境に関する様々な比較実験を行うことが可能である．図 2.2 に試験室の平面図
および試験室内の環境を制御するための空調機器を示す．この試験室は実験室内の温度，湿度
をある範囲内で自由に設定することができるため，理想的な環境を作り出すことが可能である． 
また，この試験室は実験室毎に発生する熱負荷が計測可能な空調システムを備えており，供
給および還気空気の熱量計測による熱量差から実験室内の熱負荷を算出できる．さらに，供給
空気の温度，湿度，風量を自在に設定可能なため，SHF を考慮に入れた実験や，空調機に対し
て任意の熱量を与える事も可能である．本実験では，供給空気の設定を調節し空調機に対する
任意の負荷を与えた． 
 
 
 
 
図 2.1 環境試験室外観（KTC） 
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図 2.2 試験室の平面図および空調機 
 
2.1.2 供試機の仕様 
供試機の緒元を表2.1に示す．本供試機はインバーター搭載の空気熱源ヒートポンプであり，
室内機と室外機が 1対 1対応である． 
 
         
      図2.3 供試機室外側         図2.4 供試機室内側 
 
表2.1 EHP供試機の概要 
名称 仕様 
電源 3相 200V 
冷媒 R-410A 
冷房定格能力 3.6kW 
冷房定格COP 4.13 
形状 天井吊り型 
型番 FHYP40P 室内機 
定格風量(㎥/min) 弱10 強11 急13 
型番 RZYP40HT 室外機 
定格風量(㎥/min) 30 
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2.1.3 トラバース計測装置 
供試機から発生する熱フラックスの計測には，図2.5に示すトラバース計測装置を使用した．
この装置の稼動部分には熱フラックスを計測するためのセンサーが取り付けられており，計測
データを各計測ポイントで収集できる．センサー部分はコンピューターによる遠隔操作で任意
の計測範囲，計測間隔での移動が可能である．本実験では２台のトラバースを使用し，室内側
と室外側両方の熱フラックス分布を計測した． 
図 2.6 に示すセンサー部分には，T 型熱電対，ヴァイサラ社製の相対湿度計，カノマックス
社製のスカラー風速計，カイジョーソニック社製のベクトル風速計が取り付けられており，各
ポイントで乾球温度，相対湿度，風速（ベクトル値およびスカラー値）を計測する． 
 
 
図2.5 トラバース計測装置（室内側） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
               
図2.6 トラバース計測装置（センサー部分） 
 
 
 
 
スカラー風速計 
湿度計 
ベクトル風速計 
熱電対 
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2.1.4 その他の計測装置 
供試機の吸込み口には，図2.7および図2.8に示すように室内・外それぞれにT型熱電対と相
対湿度計を設置した．データ記録には，図2.9に示す江藤電気製CADAC21とネジ式スキャンユニ
ットを用いた．また，システム消費電力とコンプレッサー消費電力の計測には，日置電機製パ
ワーハイテスタ3331を用いた． 
 
 
 
 
 
     
 
 
 
図2.7 供試室外機外気吸込み口       図2.8  供試室内機吸い込み口 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                   図 2.9  データロガー 
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2.2 有効発生熱量の算出方法 
2.2.1 真値の導出 
本実験における供試機の基準発生熱量は，図2.10に示すように環境試験室内への供給熱量
（計測可能）と，空調機の熱処理量をバランスさせることによって測定した．図2.11には試験
室内への供給熱量の測定例を示す．同図より，供試機の運転前は室内環境を一定の状態（ア）
に保ち，供試機の運転を開始すると，試験室への投入熱量が増加する（イ）．この熱量増加分
が環境試験室内への供給熱量であり,言い換えれば，供試機からの有効発生熱量（空調能力）
である. 本実験では，試験室での測定値を真値とする． 
 
- 
図2.10 空調能力計測方法の概念
 
    ア・・・熱交換機の運転開始前   イ・・・熱交換機の運転開始後 
図 2.11 試験室による空調能力の測定 
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2.2.2 吹出し空気からの導出 
本実験では，図 2.12 および図 2.13 に示すように吹出し口（室外機側の場合はダクト）
断面を多数のメッシュに分割し，ポイント毎に温度・湿度・風速を測定する．風速値は，超音
波ベクトル風速計で計測される吹出し口の鉛直方向成分を用いた．室外機側での熱量測定に用
いる気流整流ダクトは断熱材で作られており，作りは簡易である． 
計測した乾球温度，相対湿度と大気圧から吹出し空気のエンタルピーを求め，吸込み口空気
のエンタルピーを減じてエンタルピーの変化分を求める．エンタルピーは，冷凍空調学会が発
行している湿り空気状態計算プログラム(4)を用いて算定している．これに式(1)に示すように，
風速・空気密度・メッシュ面積を乗じ，各ポイントで熱量を算出する．さらに，メッシュごと
の熱量の総和から，供試機の有効発生熱量を算定する．計測の間，供試機の負荷は一定に保た
れている． 
 
 
¦
 
 
uuu 
n
i
itotal
iiiinouti
QQ
AvhhQ
1
U
      ･･･（1） 
ここで， 
   Qi：ｉ番目のメッシュの熱量   (kW) 
  hout：吹き出し空気のエンタルピー   (kJ/kg) 
hin：吸い込み空気のエンタルピー   (kJ/kg) 
   ρi：ｉ番目のメッシュの吹き出し空気密度  (kg/㎥) 
   vi：ｉ番目のメッシュの吹き出し気流の風速  (m/s) 
    A：メッシュの面積    (㎡) 
    n：メッシュ数 
    Qtotal：有効発生熱量            (kW) 
 
 
  
   図 2.12 吹出し面のメッシュ分割（室内）図 2.13 吹出し面のメッシュ分割（室外） 
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2.3 実験条件および結果 
 本実験では，供試機を定常負荷条件下で運転させて実験を行った．表2.2に実験の環境条件
を示す．また，圧縮機のインバーター出力の制御により，負荷率を100％に設定した． 
表2.3および表2.4に室内・室外側の熱フラックスの計測条件を示す．室内機側のトラバ
ースの計測間隔は10×10(mm)，30×15(mm)，30×30(mm)，50×50(mm)で計測を行なった．
さらに室内機側のみ，吹出し口とセンサー部分との距離100(mm)から200(mm)に変化させて，
計測位置による測定誤差を検討した． 
 室外機側での計測は，簡易ダクトの形状を変えて行ない，参考としてダクト未装着時での計
測も行った．室外機側吹き出し面に設置した各ダクトの仕様を表2.5に示す． 
 
表2.2 冷房実験条件 
室内側 室外側 
温度(℃) 湿度(%) 温度(℃) 湿度(%) 
負荷(%) 
27 47 35 40 100 
 
 
表2.3 室内機側実験条件 
実験No. ① ② ③ ④ ⑤ 
計測間隔 10×10 30×15 30×30 50×50 30×30 
距離(mm) 100 200 
メッシュ数 957 196 116 51 116 
 
 
表2.4 室外機側実験条件 
実験No. Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 
名称 ダクト小 ダクト中 ダクト大 ダクト無し 
メッシュ数 342 628 1154 172 
 
 
表2.5 室外機に設置するダクトの仕様 
名称 小ダクト 中ダクト 大ダクト ダクト無し 
ダクト内寸(mm) 500×500 750×750 1000×1000 ― 
ダクト全長(mm) 1000 ― 
センサーとダクトの端との距離(mm) 90 
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2.3.1 室内機側 
2.3.1.1 メッシュ熱量の総和値 
室内機での熱量の測定結果を図2.14および表2.6に示す．実験①②③より，吹き出し熱フラ
ックスの総和から算定した有効発生熱量と，実験室への供給熱量との相対誤差は最大で
8.1(％)であり，熱フラックスを詳細に計測することで有効発生熱量を高精度で算定でき
た．計測は予備実験も含め同様の結果となり，この手法も用いることで空調能力は誤差
10(%)以内で同定できると考える．実験④は計測誤差が20.9(%)となり,計測間隔が広かっ
たために測定精度が落ちたことを示している．また，実験⑤も吹出し口との距離が大きく，
風量計測が不良であったため測定精度が落ちた結果となった． 
これらの結果から，簡易性能評価手法を検討する際，メッシュ面積が一番広く，有効発生熱
量を高精度で算定できた実験No.③の条件で計測した値を用いる． 
 
0.0
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熱フラックス
供給熱量
 
図2.14 熱量（室内機側）の測定結果 
 
表2.6  室内機熱量測定の結果 
有効発生熱量(kW) 実験 No. 
実測値(kW) 基準値(kW) 誤差(%) 
10×10 3.0 2.7 8.1 
30×15 2.9 2.9 1.2 
30×30 3.0 3.1 3.7 
50×50 2.5 3.1 20.9 
30×30※ 2.7 3.1 11.8 
※吹き出し面とセンサーの距離が200(mm) 
 
 
 
10×10 30×15 30×30 50×50 30×30 
200(mm) 
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2.3.1.2 熱フラックス分布特性 
１）エンタルピー分布 
図 2.15 にエンタルピー分布の計測結果を示す．吹出し気流の計測結果より，エンタルピー
分布は吹き出し面に均一となる．しかし同図より，吹き出し面の下部では値が小さいが，これ
は吹き出し面の端は乱流強度が高いため，気流が拡散したことが原因であると考えられる．ま
た，定負荷時においては，吹き出される気流が強いため，シロッコファン吹出し部分で熱交換
が活発に行なわれ，エンタルピーの値が相対的に大きくなる結果となった． 
 
２）風速分布 
 図 2.16 に吹出し気流の風速分布を示す．風速値が大きいエリアは吹き出し口の下部に偏っ
ており，風向は計測ポイントにより様々であり，3 次元方向に吹き出していることが確認でき
た．同条件で複数回計測を行ったが，風向設定や，風量設定が一定であれば風速分布は変化し
ないことが明らかとなった． 
 
３）熱量分布 
図 2.17 に熱量分布の計測結果を示す．同条件で複数回計測したところ，熱量分布に差異は
みとめられなかった．同図より，吹き出し口の端付近では熱交換量が少ないことが確認できる．
また，定負荷時においては，シロッコファンの吹出し口近傍で熱量の値が大きく，安定した計
測が可能であることが確認できた． 
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図 2.15 吹き出し気流のエンタルピー分布 
 
 
 
 
図 2.16 吹き出し気流の風速分布 
 
 
 
 
 
図 2.17 吹き出し気流の熱量分布 
 
 
 
 
 
 
 
 20 
2.3.2室外機側 
2.3.2.1メッシュ熱量の総和値 
室外機の熱交換量の測定結果を図2.18と表2.7に示す．図中の供給熱量は，室内機側の試験
室内への供給熱量に圧縮機の消費電力を加えたものである．供試機の運転は一定であったが，
供給熱量が実験ごとに変化している．これは，試験室の環境条件の微妙な変化により，供試機
の熱交換能力が変化したことによると考えられる． 
実験より，ダクトを用いた場合，熱フラックスの総和値と，基準値の誤差は5％以内であり，
有効発生熱量を算定は良好であった．一方，ダクトを用いない場合，実測値と基準値の誤差は
27.3％となり，計測精度はダクトを用いた時よりも劣る結果となった．センサー部分が吹出し
口と近いため，気流は非常に複雑となっていることから，計測誤差が生じたといえる．したが
って，ダクトを設置し，気流の拡散を抑制することで，高精度測定が可能となる結果を得た．  
簡易性能評価手法の検討は，ダクトの形状で計測精度の差異は見受けられなかったこと，極
力簡便な手法が望まれることから，サイズの小さい実験 No.Ⅰのダクト小を用いた時の条件で
行なう． 
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図 2.18 有効発生熱量の算定結果 
 
表2.7  室外機熱量測定の結果 
有効発生熱量(kW) 実験 No. 
実測値(kW) 基準値(kW) 誤差(%) 
ダクト小 4.28 4.15 3.1 
ダクト中 3.91 3.97 1.5 
ダクト大 4.02 4.20 4.2 
ダクト無 4.66 3.66 27.3 
 
 
 
 
 21 
2.3.2.2 熱フラックス分布特性 
１）エンタルピー分布 
図 2.19 および図 2.20 にダクト小設置時のエンタルピー分布を示す．両図の分布傾向から，
エンタルピーは計測ポイントに因らず一様に分布していることが確認できる．3度行なった計
測結果の比較より，図 2.20 に示すように計測結果は同様であった．吹き出し口の中心付近は
風速値が小さく，気流が安定しているため，エンタルピー値の測定差はみとめられない．一方，
ダクトの端付近は気流が乱流となり，計測値のばらつきが大きくなる結果となった． 
 
２）風速分布 
の図 2.21および図 2.22にダクト小設置時における風速分布を示す．気流は左回りの旋回流
であり，吹き出し面の中心付近の風速値は小さい．同図より，風速分布特性は同じ運転条件で
あれば変化しないことが確認できる．吹出し面の端付近ではダクトの壁面で気流が遮られるこ
とによって気流の乱れが生じ，風速値のばらつきが大きくなることが確認できた． 
 
３）熱量分布 
図 2.23および図 2.24にダクト小設置時における熱量分布を示す．同図より，熱量の分布特
性は，風速分布と特性が類似していることがわかる．このことから，熱量分布は風速が支配的
な要素であるといえる．また，吹出し面端では熱量の値は大きくなる．しかしダクトの端付近
では気流が乱れ，熱量の値はばらつく．したがって，同図より，計測は吹出し口内接円半径の
85％以下で行なうことが望ましいといえる． 
 
図 2.25 から図 2.29に，ダクト中およびダクト大設置時の熱フラックス分布の計測結果を示
す．旋回気流の中心部分がダクトの中心と異なっているのは，ダクト設置時に吹出し断面が若
干右に寄ったことに因る．分布特性はいずれのパラメータにおいてもダクト形状の相違による
変化はみられなかった．また，ダクト未装着時では，エンタルピーの値の分布がダクトを用い
たときと異なっている．これは気流の乱流強度が高いため計測精度が落ちたと考えられ，熱フ
ラックスの高精度計測は困難である． 
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図 2.19 吹き出し面のエンタルピー分布 
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図 2.20 吹き出し面の中心からの距離とエンタルピーの計測値の関係 
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図 2.21 吹き出し面の風速分布 
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図 2.22 吹き出し面の中心からの距離と風速値の関係 
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図 2.23 吹き出し面の熱量分布 
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図 2.24 吹き出し面の中心からの距離と算定された熱量値との関係 
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図 2.25 ダクト中およびダクト大のエンタルピー分布 
 
 
図 2.26 ダクト中およびダクト大の風速分布 
 
 
図 2.26 ダクト中およびダクト大の熱量分布 
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図 2.27 エンタルピー分布          図 2.28 風速分布 
 
図 2.29 熱量分布 
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第三章：空気熱源ヒートポンプ性能の簡易算出方法の導出 
3.1 概要 
 実際の建物に設置された空調機の性能評価する指標として，一般的に成績係数（COP）を用
いる．COP は室内機側の仕事である熱処理量（有効発生熱量）を，空調機の消費エネルギー量
で除した値で表される．空調機の消費エネルギー量は，電力計やガス流量計で簡易に測定可能
である．しかし，有効発生熱量の測定は困難なため，実運用下での COP の高精度算出手法は未
だ確立されていない． 
実運用下において，高精度で有効発生熱量を測定する場合，３次元風速計などの高価な計測
器が必要であり，簡便性がない．このことから，風速の計測では，比較的安価なスカラー風速
計を用い，３次元風速計との誤差を補正する方法を提案した．また，既往実験で求めた熱フラ
ックス分布特性より，有効発生熱量を僅少誤差で計測できるエリアを決定し，計測箇所を明確
にした．これにより，室内機・室外機の両面から簡易的かつ高精度で有効発生熱量を評価でき
る手法を開発した．しかし，本実験では，室内機のルーバー角を水平に固定して計測を行なっ
ているため，本手法の適応は限定的となる． 
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3.2 室内側での算定 
3.2.1 有効発生熱量の簡易算出方法 
図 3.1に，実験で計測した熱フラックス分布を，図 3.2に，各ポイントで算定した熱量を計
測順に横軸に並べたものを示す．同じ条件で複数回計測を行なったが，図 3.2 に示すように，
同条件下においては，計測箇所によって熱量値に差異はみられなかった． 
ここで，メッシュでの熱量を試験室への供給熱量で割った値 
 
メッシュ毎に算出される熱量÷試験室への供給熱量×100＝熱量比（％） 
 
を図 3.3に示す．この図より，熱量比は変化しないことが確認できる． 
この解析結果から，熱量比を用いて有効発生熱量を算出する方法を提案する．式（3.1）に
算出方法を示す．風向設定が一定であり，熱量比が既知を既知とすることで，簡易的に有効発
生熱量が算出可能である． 
 
n
SvhhQ inoutc
1)( yuuu U                 ･･･式(3.1) 
 
ここで, Qc：算出される有効発生熱量(kW) 
           h：エンタルピー(kJ/kg) 
   ρ：密度(kg/m3) 
      v：風速(m/s) 
    S：メッシュ面積(m2) 
                     1/n：熱量比 
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図 3.1 室内機吹出し口の熱量分布 
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図 3.2 各メッシュで算出された熱量の推移 
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図 3.3 各メッシュにおける熱量比の推移 
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3.2.2 計測エリアの決定 
熱フラックス分布の計測結果より，熱量の値の大きいエリアは，吹出し口中央のシロッ
コファン吹出し近傍に分布していることが確認できた．これは，シロッコファンの機器特
性といえる． 
図3.5には，Z=30(mm)において計測されたエンタルピーの分布を示している．X=240～300，
450～540(mm)の位置はシロッコファン吹出し口近傍エリアであるが，風量が多い場合にお
いて，このエリアでエンタルピーの値が大きくなることが確認できる．これは，ファンの
吹出し口近傍は気流が強いことから，熱交換が促進されていることを示している． 
表3.1には計測エリア内で計測された7点の熱量比を示している．このエリアの熱量比は
試験室への供給熱量に対して2(%)であり，一定値を保つことがわかる．したがって，図3.6
の枠内が簡易性能評価法を適用する場合の有力なポイントであるといえる． 
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図 3.5 Z=30 の位置におけるエンタルピー分布 
 
 
    
図3.6  簡易性能評価に適した計測エリア 
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表3.1 計測エリア内で計測された熱量の詳細 
 No 座標(X,Z) メッシュ熱量(kW) 割合(%) 
1 (240,30) 0.064 2.2 
2 (270,30) 0.075 2.5 
3 (300,30) 0.069 2.3 
4 (450,30) 0.071 2.4 
5 (480,30) 0.085 2.9 
6 (510,30) 0.080 2.7 
7 (540,30) 0.074 2.5 
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3.2.3風速のスカラー値とベクトル値の測定差 
図 3.7に，風速のスカラー値と，吹き出し面の垂直方向成分のベクトル値の相関を示す．同
図より，相関係数は 0.7922 であり，スカラー値はベクトル値よりも値が大きい傾向である．
これは，気流は乱流となり３次元方向に拡散するためである．有効発生熱量は，風速のベクト
ル値で算定することで高精度計測が可能となるが，スカラー値による評価は性能の過大評価に
なることをこの結果は示している．これより，スカラー値とベクトル値の測定誤差を補正する
手法を検討した． 
そこで，上記した簡易性能評価に適したエリア内のスカラー値とベクトル値の相関を図 3.8
にピンク色で示した．この結果より，計測エリア内においては，気流が水平方向に流れている
ことから両者の相関は 0.9661 と高くなっており，抽出した計測エリアではスカラー値での熱
量の高精度計測が可能であることが明らかになった． 
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図 3.7 吹き出し気流風速のスカラー値とベクトル値の相関 
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図 3.8 計測に適したエリア内におけるスカラー値とベクトル値の相関 
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3.3 室外側での算定 
 統計手法を用いた熱フラックス量の解析を用いて，有効発生熱量を高精度で評価する手法を
検討した． 
 
3.3.1 風速のスカラー値の補正 
図3.9にスカラー値の補正の概要を示す．室内側と同様に，風速のスカラー値とベクト
ル値の測定誤差を補正することによる高精度計測手法を検討する．前述の超音波風速計で
の吹き出し気流の計測結果から，室外機からの吹出気流は，旋回流であり一様な円を描く
風速分布である．そのため，スカラー値を用いた評価は，性能の過大評価に繋がる．した
がって，風速を吹出し面の垂直方向成分に補正する必要がある． 
図3.10にスカラー風速値とベクトル風速の相関を示す．そのため，スカラー値とベクト
ル値の相関が高い箇所はみとめられない結果となった．そこで，説明変数に吹出し口中心
からセンサー部分までの距離（吹出し口の内接円半径に対する割合で表す）を加え，重回
帰分析を行なった．式（3.2）に回帰式および重決定係数，標準誤差を示す．図3.11に，
回帰式により求めた推定値と，実測したベクトル値との相関を示す． 
図 3.11 より，式(3.2)を用いることで，風速のスカラー値とベクトル値の誤差を補正できた
ことが確認できる．標準誤差が 0.24(m/s)であり，超音波風速計での実測値と 8(%)の誤差とな
るが，実用上の精度を高めることができた． 
 
 
 
 
図3.9スカラー値の補正の概要 
Y
X
吹出し気流は旋回流 
スカラー値では性能の過大評価に繋がる 
スカラー値を吹出し面の垂直方向
成分に補正する必要がある 
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図3.10 各風速計による計測値の比較 
 
 
 
図3.11 風速値の補正パラメータの概要 
 
 
49152.023163.002488.0  sc vrv  R2 = 0.86       SE = 0.24    ･･･式(3.2) 
 
ここで，vc：補正風速(m/s) 
ｒ：吹出口内接円半径に対するセンサー部分の距離割合(％) 
vs：風速のスカラー値(m/s) 
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図3.11 回帰式により求められた値と実測値との相関関係 
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3.3.2有効発生熱量の簡易算出方法 
室外機側からの有効発生熱量の計測には，ダクトを用いて行なう．熱フラックス分布の計測
結果より，気流の乱流強度は大きく，計測箇所を断定して評価を行うのは困難である．そこで，
ダクト端面のランダムに抽出した複数の箇所で熱フラックスを計測し，その平均値から有効発
生熱量を算出する方法を提案する．有効発生熱量は式（3.3）を用いて算出する．この式は，
メッシュ面積ではなく，吹出し面積を用いている．また，風速のベクトル量は，前述のスカラ
ー値の補正式を用いて推定した．さらに，式（3.4）を用いて，各計測点から算出された有効
発生熱量とその時の試験室への投入熱量の相対誤差を求めた． 
算出結果を図 3.12，図 3.13 および図 3.14に示す．図 3.12 は吹出し面の各点で算出した有
効発生熱量を吹出し面上にプロットしたものである．熱フラックス量の分布特性は，同心円状
の分布傾向であることが確認できた．図 3.13には吹出し口中心からの距離と有効発生熱量の
算出結果との関係を示している．実験時の試験室からの投入熱量（真値）を横線で示しており，
値は 4.15(kW)である．同図より，吹出し口中心から端までの距離の 60-85(％)に有効発生熱量
を高精度で算定できる箇所が存在する結果となった．図 3.14 に，式（3.4）を用いて各計測点
から算出された有効発生熱量とその時の試験室への投入熱量の相対誤差を求めたものを，吹出
し面にプロットしたものを示す．図中の円に囲まれたエリアは，吹出し口中心から端までの距
離の 60-85(％)である，この図より，誤差の小さいエリアは同心円状に分布していることがわ
かる． 
 
AvhhQ cinoutflux uuu U)(                    ･･･式(3.3)  
100u 
room
roomflux
Q
QQ
E                      ･･･式(3.4) 
 
ここで，A：吹出し口面積(m2) 
Qflux: 各計測点から算出された有効発生熱量(kW) 
h ：エンタルピー(kJ/kg) 
ρ：密度(kg/m3) 
vc：補正風速(m/s) 
Qroom: 試験室への投入熱量(kW) 
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図 3.12 有効発生熱量の算出結果の分布 
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図 3.13 有効発生熱量の算出結果と試験室への投入熱量の関係 
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図 3.14 各箇所から算出された空調能力と試験室への投入熱量との誤差 
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3.3.2 計測点数の決定 
熱フラックス分布特性の解析により，有効発生熱量を精度良く算出できるエリアは把握でき
た．しかし，算出値の分散は大きく，計測点を断定しての評価は難しい．このことから，多点
で測定することが望ましいが，多点計測は多数の計測器を必要とし，測定コストがかかるため，
簡便性がない．本手法を簡易的・実用化するためには，実用上問題ない誤差範囲内で性能評価
できる計測点数を求める必要がある． 
このエリア内の熱フラックスから求める空調能力の算定精度の確率分布は t分布に従うと仮
定する．これより，式(3.5)を用いて，区間推定に基づく空調能力算定値の信頼区間を求めるこ
とができる．標本平均は計測する熱フラックス量の平均値，t(a)は t 分布から求められる値で
ある．本計算では 95％信頼区間を求めた．この手法を用い，実用上問題ない誤差範囲で空調
能力を測定するために必要な計測点数を求めた． 
図 3.15 に計測点数と，各々の点で計測した熱フラックス量の平均値から算出した有効発生
熱量と試験室への投入熱量との相対誤差の関係および，式(5.5)を用いて算出された信頼区間
と試験室への投入熱量との相対誤差の関係を示す．実線が各計測点から求めた空調能力と投入
熱量との誤差推移，点線が算出した信頼区間と投入熱量との誤差推移である．同図より，計測
点数を 7点以上で計測し，その平均値から有効発生熱量を算定すれば誤差 10％以内で算定でき
る結果となったが，計測点数が少ないと，分散値が大きく，信頼区間が広くなり計測値の有意
性が保証できない結果となった．信頼区間と投入熱量との誤差が２０％以内となるのは計測点
数が１０点以上の時である結果を得た． 
   )(
m
Vatxk r                 ･･･式(3.5) 
ここで，k:信頼区間 
   x:標本平均 
   V:分散 
   m:計測点数 
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図 3.15 計測点数と空調能力および信頼区間の関係 
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第四章：実運用時における性能評価手法の実験的検証 
4.1 性能評価実験の概要 
環境試験室を用いた実験により，熱フラックス計測による性能評価手法の有意性の確認が終
了している．しかし，これらの補完として，風量や温度設定が変化した時の熱量計測の精度検
証の把握などを行う必要がある． 
本実験では実運用下で，負荷が異なる際の熱量分布特性を把握するとともに，前述の簡易評
価手法を用いて本手法の精度検証を行なった．暖房時においては，試験室を用いた実験で精度
検証を行なっていないため，基準空調能力を，メーカーが所有する特殊管理ソフトを用いて，
圧縮機の回転数や冷媒の物理状態量などから算定した． 
さらに，他の評価手法との相違点の比較から，本手法の有意性を検討した． 
 
4.1.1 実験装置 
実験は本大学研究室に供試機を設置して行なった．供試機はこれまでの実験で使用したもの
と同じ空気熱源ヒートポンプを用いた．図 4.1 に示すように供試機の室内機は実験室内に，室
外機は廊下に設置した．同図に配管図および計測点を，表 4.1に計測箇所の一覧を示す． 
吹出し気流分布は図 4.2 および図 4.3に示すトラバース計測装置で計測した．室内側と室外
側の両面で計測を行なった．室外機側の場合，吹出し口にダクトを設置している．吹出し口と
センサー部分の距離は 90(ｍｍ)で計測を行なった． 
空調機の負荷率は図 4.4 に示す消費電力計の計測値から求めた．また，圧縮機の消費電力は
図 4.5 に示すパワーハイテスターで計測した． 
圧縮機の排除容積から冷媒のエンタルピーを求める際に必要な冷媒の圧力は，図 4.6 に示す
圧力計を配管に設置して計測した．図 4.7 に計測用のコンピューターを示す． 
表 4.2 に示す計測対象は，ダイキン工業殿の所有する空調機の制御・管理モニターソフトに
より計測した． 
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図 4.1 実験の概略図 
 
 
表 4.1 計測箇所一覧 
No.  計測対象 計測点 計測器 
P1 入口冷媒 
P2 
圧力 室内機 
出口冷媒 
VALCOM 社製圧力計 
T1 入口冷媒 
T2 出口冷媒 
T3 吹出し空気 
T4 
室内機 
吸込み空気 
T5 吹出し空気 
T6 
温度 
室外機 
吸込み空気 
熱電対 
RH1 吹出し空気 
RH2 
室内機 
吸い込み空気 
RH3 吹出し空気 
RH4 
湿度 
室外機 
吸い込み空気 
Vaisala 社製相対湿度計 
W1 空調機入力 HIOKI データロガー 
W2 
消費電力 室外機 
圧縮機入力 パワーハイテスター 
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表 4.2 制御モニターソフトによる計測項目 
No. 計測対象 計測箇所 計測器 
T7 圧縮機吐出冷媒 
T8 
温度 
圧縮機吸入冷媒 
P 圧力 圧縮機吸入冷媒 
N 回転数 圧縮機 
モニターソフト 
（ダイキン工業殿提供） 
 
 
    
図 4.2 室内機側トラバース        図 4.3室外機側トラバース 
 
       
図 4.4 システム全体の消費電力計      図 4.5 圧縮機動力の消費電力計 
    
    図 4.6 圧力計            図 4.7 計測用コンピューター 
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4.1.2 解析方法 
 試験室を用いた実験で，吹出し口断面をメッシュ分割し，そのメッシュごとに求めた熱フラ
ックスの総和から，有効発生熱量を誤差 10％以内で算出可能である結果を得た．本実験にお
いても同様に，空調機からの吹き出し熱フラックス分布を計測し，式(4.1)を用いてメッシュご
とに熱量を算出する．この総和から，有効発生熱量を算定し，さらに有効発生熱量に対する各
メッシュの熱量の割合（熱量比）を求める．この熱量比を様々な負荷条件で求め，負荷の変化
による熱量比の差異を検討する．室外機側の場合は，複数点で計測した熱フラックス値の平均
から有効発生熱量を算定する．計測点数は 10点で行なった． 
暖房時においては，式(4.2)および式(4.3)を用いて冷媒側から有効発生熱量を算出する．本実
験では，暖房時において，冷媒側からの能力算出値と真値とする．冷媒の密度およびエンタル
ピーは REFPROP version8.0 用いて求めた． 
  
¦
 
 
uuu' 
n
i
itotal
iiii
QQ
AvhQ
1
U
      ･･･（4.1） 
ここで， 
   Qi：ｉ番目のメッシュの熱フラックス  (kW) 
  Δhi：ｉ番目のメッシュのエンタルピー差  (kJ/kg) 
   ρi：ｉ番目のメッシュの空気密度   (kg/㎥) 
   vi：ｉ番目のメッシュの風速   (m/s) 
    A：吹出し口の面積    (㎡) 
    n：メッシュ数 
    Qtotal：有効発生熱量            (kW) 
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   NVG vthcomp uuu UK      式(4.2) 
60/)( ,, refinrefoutref hhGQ   
 
 
 
ここで， 
Gcomp ：冷媒流量   [kg/min] 
Vth   ：圧縮機の理論吐出量   [m3/rev] 
ηv  ：体積効率   [%] 
ρ  ：圧縮機の吸入冷媒の密度   [kg/m3] 
N   ：圧縮機回転数   [rpm] 
Qref ：冷媒側から求めた有効発生熱量  [kW] 
G ：冷媒流量    [kg/min] 
hout,ref ：室内機出口冷媒エンタルピー [kJ/kg] 
hin,ref ：室内機入口冷媒エンタルピー [kJ/kg] 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
式(4.3) 
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4.1.3 実験条件 
 表 4.3 に実験条件を示す．設定温度・風量を変えることで，空調機の負荷を変化させた．本
実験では，供試機の吸込み温度は設定していないが，熱量分布を計測中の吸込み温度の変化は
なかったことを確認している．また，熱量分布計測中に空調機の負荷の変化はないものとする． 
 計測は冷房時と暖房時行い，計測箇所も室内と室外の両面で行なった．冷房の実験期間は 9
月 8 日～9 月 19 日，暖房の実験期間は 10 月 23 日～12 月 16 日であった．暖房時においては，
熱フラックス分布を求め，冷房時の熱フラックス分布特性との比較を行なった． 
 
表 4.3 実験条件 
運転 No. 計測箇所 負荷 設定温度 風量 メッシュ分割数 
1,2,3 高 20 急 
4,5,6 中 24 急 
7,8,9 
室内 
低 26 弱 
78 
冷房 
10 室外 高 20 急 306 
1,2 高 25 急 
3 中 23 強 
4 
室内 
弱 21 急 
78 
暖房 
1，2 室外 定格 23 急 306 
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4.2 実験結果 
4.2.1 冷房時の計測結果 
まず，図 4.8に室内機吹出し口近傍の熱量分布の計測結果を示す．同図より，空調機の負荷
の低下に伴い，熱フラックス量の値も小さくなることがわかる．また，ファン吹出し口の近傍
で熱量が大きくなり，試験室を用いた実験と同様の分布特性である結果となった． 
図 4.9に室外機側の熱フラックス分布の計測結果を示す．同図の右側の図は，定格時の計測
結果である．吹出し面の角付近では気流の乱れにより値の大きいエリアは定格時の計測結果と
異なるが，熱量分布が同心円状となることから，負荷が変化しても熱フラックスの分布特性は
変化しない結果となった． 
表 4.4 には，負荷毎の有効発生熱量および COP の算定結果を示す．空調機を定常運転にお
いて計測を行なっているため，実運用下の性能より COP が高くなる結果となった．計測を負
荷が高い時は 3.3 程度であり，負荷の低下に伴い COP は 4.2 程度まで上昇することが確認で
きる．負荷率が 60％で COPが最高値に達ており，本空調機の負荷特性が実験により計測でき
た． 
 
 
 
 
図 4.8 室内機熱量分布の計測結果 
 
負荷中 
負荷低 
負荷高 
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図 4.9 室外機熱量分布 
 
 
表 4.4 負荷毎の有効発生熱量および COP の算定結果 
消費電力(kW)   No. 負荷 温度設定 （℃） システム 圧縮機 
有効発生熱量 
(kW) COP 
1 1.7 1.56 5.85 3.44 
2 1.7 1.56 5.70 3.35 
3 
高 20 
1.7 1.56 5.71 3.36 
4 1.09 0.97 4.28 3.93 
5 1.09 0.97 4.13 3.79 
6 
中 24 
1.02 0.9 4.12 4.03 
7 0.7 0.58 3.06 4.18 
8 0.7 0.58 3.12 4.25 
室内 
9 
低 26 
0.58 0.46 2.92 4.04 
室外 1 高 20 1.62 1.5 6.0 2.78 
注：室外側からの COP の算出は，有効発生熱量から圧縮機消費電力を減じたものを，システム消費電力で除じることで求
めた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
kW kW 
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4.2.2 暖房時の計測結果 
図 4.10 に室内機吹出し口近傍の熱量分布の計測結果を示す．負荷が低い時，空調機は断続
運転となるため，熱量分布の計測が困難であったため，負荷率 70％までで行なった．結果は
冷房時の場合とほぼ同じ分布特性であった．図 4.11 に，室外機側の熱フラックス分布の計測
結果示す．室内側と同様に，熱フラックスの計測結果は冷房時の分布特性と同じであることが
確認できた．表 4.5には負荷毎の有効発生熱量および COPの算定結果を示している． 
 
 
図 4.10 暖房時における室内機の熱量分布 
 
 
図 4.11 暖房時における室外機側の熱フラックス分布 
 
 
負荷高 
負荷中 
負荷低 
 49 
 
表 4.5 暖房時における有効発生熱量の算定値および COP 
消費電力(kW)   No. 負荷 温度設定 （℃） システム 圧縮機 
有効発生熱量 
(kW) COP 
1 2.06 1.86 5.37 2.61 
2 
高 25 
2.13 1.93 5.37 2.52 
3 中 23 1.4 1.2 4.47 2.94 
室内 
4 低 21 1.12 0.95 3.36 3.00 
1 0.92 0.77 3.13 4.24 室外 
2 
定格 23 
0.92 0.77 2.98 4.08 
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4.2.3 熱量比の算定および計測エリア座標の決定 
１）室内側からの算定 
図 4.12 に，実験条件毎に求めた室内機吹出し面の熱量比を，計測順に横に並べたものを示
している．同図より，熱量比の差異は認められないため，熱量分布は負荷の変化に依存しない
といえる．また，式(4.4)，式(4.5)を用いて各箇所での熱量比の標準偏差および平均値をもとめ，
その標準偏差を平均値で除して，各計測箇所の熱量比の変動係数を算出した．図 4.13 に変動
係数の算出結果を示す．同図より，赤丸で囲った部分での値が最少となった．このエリアはフ
ァンの吹出し口近傍であり，第三章で提案した性能の簡易評価エリアと一致している．この結
果より簡易性能評価の計測エリアを座標(x,z)=(30，450)に決定し，センサーを図 4.14 に示す
ように設置した．また，冷房・暖房ともに同様の結果となったことから，計測箇所を冷房，暖
房で変更する必要がないといえる．しかし，熱量比は計測条件で若干変化するため，その差異
が有効発生熱量の算出に及ぼす標準誤差を，式(4.6)および式(4.7)を用いて求めた．これより，
標準誤差は 5.9％である結果となった．メッシュ熱量の総和値の誤差を含め，有効発生熱量の
計測精度は 15.9％以内となる結果を得た． 
 
２）室外側からの算定 
 室外側からの有効発生熱量の算定方法の概略を図 4.15 に示す．これは第三章で提案した手
法を用いており，吹出し面の高精度計測が可能なエリアからランダムで抽出した 10 点で計測
を行ない，計測値の平均値に吹出し面の断面積を乗じて有効発生熱量を求める．計測インター
バルは各ポイント 10秒とした．計測値の信頼区間を推定した結果から，室外側からは誤差 20％
以内で評価できることがわかっている． 
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ここで，xi : 熱量比 
     x  : 実験条件毎の熱量比の平均値 
     s : 熱量比の標準偏差 
     Qload : 有効発生熱量(kW) 
     e : 標準誤差(%) 
式(4.4) 
 
 
式(4.5) 
 
式(4.6) 
 
式(4.7) 
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図 4.12 計測箇所毎の熱量比の推移 
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図 4.13 変動係数の推移 
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図 4.14 室内機側における有効発生熱量の簡易計測方法 
 
 
 
 
 
図 4.15 室外側からの有効発生熱量の簡易算出方法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
吹出し口中心から端までの距離 60～85％
で熱フラックスを 10点で計測 
各点で計測した値の平均値を用い
て有効発生熱量を算定する 
室外機 
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4.3 抽出エリアからの熱量算定結果 
4.3.1 冷房時における性能評価結果 
 図 4.16 に室内，室外側から発生する有効発生熱量の計測結果および，空調機の消費電力を
示している．計測は 5時間連続で行ない，空調機は成り行きで運転させた．消費電力の値によ
り空調機の負荷を把握できるが，負荷の変動に対して有効発生熱量の変化の傾向が同様である
ことから，空調機の詳細な実性能を計測できたといえる．しかし室外機側の計測で，値が室内
側の計測値と異なっている箇所が見受けられる．これは実外機起動時にファンが一時的に強く
回転する制御となっていることが原因と考えられる． 
 表 4.6に，本空調機の性能評価の結果を示す．総発生熱量は，室内機側での算定値を用いた．
算定結果より，実験期間中における本空調機の平均冷房 COPは 3.59であった．しかし、室内
の負荷が高かったことや，計測期間が短かったことから，実性能とは乖離している．待機電力
や，送風運転時の消費エネルギーなどが考慮されていないため，長いスパンで計測を行なうこ
とで，実運用下の性能をより正確に評価できると考えられる． 
 図 4.17には，消費電力を定格値で除した負荷率と，COPの関係を示す．負荷率が 40－60(%)
程度で COP が高くなる結果となった．COP が微少であったり，5 以上と高い値をとるのは，
消費電力の計測と，発生熱量の計測の時間差によるものである．本実験により，空調機の負荷
特性を明らかにできたといえる． 
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図 4.16 実運用下での有効発生熱量の算定結果 
 
 
表 4.6 空調機の性能評価結果(冷房) 
総発生熱量(kWh) 消費電力(kWh) COP 
0.618 0.172 3.59 
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図 4.17 冷房時における入力比と COP の関係 
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4.3.2 暖房時における性能評価結果 
図 4.18 に暖房時における有効発生熱量の算定結果を示す．黒線が冷媒流量と室内機出入口
のエンタルピー差の積から算定した結果，黄線が室内機側の吹出し空気からの算定結果，ピン
ク色の線が室外機側の吹出し空気からの算定結果，紺線が消費電力である．また，図 4.19 に
室内機側からの計測誤差，図 4.20 に室外側の計測誤差を示す．図 4.19 より，起動時において
は発生熱量の計測の時間差により，誤差が大きくなる結果となった．しかし，定常時において
は計測誤差が 5％以内に収まり，高精度で有効発生熱量を算定できたといえる．一方，室外側
においては，算定値の分散が大きく，精度が落ちる結果となった．これは，吹出し気流の湿度
が高くなり，気流が複雑となったため，エンタルピー計測精度が落ちたことに因ると考えられ
る． 
表 4.7 に実験期間中の総発生熱量，消費電力量および，平均暖房 COP を示す．計測誤差は
6.28(％)であり，空気側からの場合でも高精度で性能評価できたといえる． 
 図 4.21 には，冷媒側から求めた空調機の COP と負荷率の関係を示している．負荷率が 50％
付近で COP が 4 程度と高くなる結果となった．図 4.22 には空気側から求めた空調機の COP と
負荷率の関係を示している．冷媒側からの評価（基準値）と比較すると，多少値にばらつきが
みとめられるが，空調性能の負荷特性を冷媒側からの評価と同様の結果を導くことができた． 
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図 4.18 有効発生熱量の算定結果 
 
表 4.7 空調機の性能評価結果(暖房) 
算定結果 総発生熱量(kWh) 消費電力(kWh) COP 計測誤差(%) 
冷媒側 0.453 3.39 － 
空気側 0.424 
0.134 
3.17 6.28 
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図 4.19 空気側（室内）と冷媒側からの有効発生熱量の計測誤差 
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図 4.20 空気側（室外）と冷媒側からの有効発生熱量の計測誤差 
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図 4.21 暖房時における入力比と COPの関係（冷媒側からの評価） 
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図 4.22 暖房時における入力比と COPの関係（空気側室内機からの評価） 
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4.4.3 本手法の有意性の検討 
吹出し気流の熱フラックス計測による性能評価手法の有意性について検討する．本手法は，
熱量を計測する際，配管加工するなどの躯体工事を必要とせず，計測器を吹出し面と吸込み面
に取り付けることで測定となる．そのため，空調機の利用者が簡易的に性能測定できる利点が
ある．しかし，本実験では，室内機の風向設定を一定にして評価を行なったため，本手法の適
応は限定的となる．したがって，ファンの回転数から風速を推定する手法の検討や，室外機側
からの測定と合わせて総合的に評価することが必要である． 
今回の実験では一般的に広く普及している天井吊り型の室内機を採用し，詳細な熱フラック
ス分布特性を把握できた．同機種であれば，機器内部の構造や，吹出し面の形状は同様である
ことから，高精度で空調性能を評価できると考えられる．また，他機種においても熱フラック
ス分布特性を計測し，吹出し口形状の差異による特性変化を把握することで，同様の手法で性
能測定が可能である．様々な機種において気流特性を把握し，修正係数などの補正値を導くこ
とで，汎用性の高い手法と成り得ると考える．  
本手法の他に，圧縮機の冷媒流量特性に基づく性能評価手法が開発され，実運用下での実験
により，その手法の有意性が確認されている．この手法は，圧縮機の冷媒流量特性に着目し，
圧縮機からの吐出流量を冷媒の状態量から推定し，室内機配管の出入口のエンタルピーの差か
ら空調能力を算定するものである．空調システム全体の性能を求める際に有効な手法であるが，
複数の室内機に一つの室外機が対応しているマルチユニット型の空気熱源ヒートポンプでは，
室内機ごとに流れている冷媒の流量および圧力などの状態量を特定することは困難であり，冷
媒側から有効発生熱量を求める評価手法では室内機単体の空調性能を評価できない．一方，熱
フラックス計測による評価手法は室内機の吹出し空気から有効発生熱量を算定するため，室内
機ごとの有効発生熱量の算定が可能となり，より詳細な運転実態を把握することが可能となる．
圧縮機流量特性による性能評価の検証に用いることで，実運用下での性能評価の精度を高める
ことに寄与すると考える．  
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第五章：空気熱源ヒートポンプによる熱環境負荷量の定量化 
5.1 はじめに  
 これまで実運用下における性能評価手法について検討を行い，提案手法を用いて高精度で空
調能力を算定できる結果を得た．そして（トル） 本手法による実運用下での評価結果から，
同空調機の熱環境負荷量の同定が高精度に可能となる． 
一般に既往研究では、空調廃熱を算定に必要な COP 値は，特に根拠もなくある定めた値で
計算を行なっているため，実廃熱量との差異が発生すると考えられる．本手法で実測した性能
値から廃熱量を算定することで，よりリアリティのある熱環境負荷量を定量的に同定が可能で
ある．そこで本章では，前章での実性能値を用いて，東京都 23 区における空気熱源ヒートポ
ンプの熱環境負荷量を，東京都の建物に関する統計値および建物の消費エネルギー量から算定
することを試みた． 
空調性能業務用建物内におけるエネルギーフローの概要を図 5.1に示す．建物内に供給され
るエネルギーは，建物内部もしくは熱源システムで使用され，最終的に廃熱として建物外部に
排出される．廃熱の保有するエネルギー形態には顕熱と潜熱があり，OA 機器の発熱や空気熱
源ヒートポンプからの廃熱は顕熱廃熱として，またガスの燃焼時や，冷却塔での熱交換時には
そのほとんどが潜熱として排出される． 
前述のように，顕熱廃熱はヒートアイランド現象の要因となることから，実際の廃熱量のみ
ならず，廃熱の質についても定量的に評価することが重要である． 
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図 5.1 建物内のエネルギーフローの概要 
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5.2 東京都 23 区における空気熱源ヒートポンプ廃熱量の計算方法 
 図5.2に空気熱源ヒートポンプの廃熱量の計算フローを示す．空調機の消費エネルギー，COP
値から建物内部の熱負荷を算定し，それに空調機の動力分のエネルギーを加えることで室外機
からの廃熱量を求めることで算定する．  
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図 5.2 空気熱源ヒートポンプの熱環境負荷量の計算フロー 
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5.3 東京都 23 区における建物用途別延床面積 
 図 5.4 に東京都 23 区における建物用途別延床面積の割合を示す．建物用途別の延床面積を
求めるためには東京都 23 区内の建物用途別延床面積を求める必要がある．23 区内の総延床面
積 617×106(ｍ2)と，表 5.1 に示す同区内の建物棟数，建物の平均敷地面積および平均容積比
率(13)などから，建物用途別の延床面積を表 5.2 のように推計した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.3 東京都 23 区      図 5.4 建物用途別延床面積の割合 
 
表 5.1 建物基礎データ 
建物棟数(棟) 1641031 
容積比率(%) 172.2 
敷地面積(m2) 218.4 
 
表 5.2 建物用途別延べ床面積 
建物用途 建物延床面積比率(%) 建物用途別延床面積(×106m2) 
事務所 14.9 91.96 
商業施設 10.3 63.57 
病院 1.8 11.11 
ホテル 1.9 11.73 
学校 5.8 35.80 
官公庁 1.5 9.26 
住宅 54.8 338.21 
その他 9.0 55.54 
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5.4 建物用途別のエネルギー消費量 
 表 5.3 に，DECC データ（14）から引用した非住宅建物用途別のエネルギー消費原単位を示す．
同エネルギー消費原単位は関東地区 7都県の平均値である．また，住宅用途は，総務省統計局
の資料および文献（15）から求めた．同表の値と建物用途別延床面積を乗じて，用途別エネルギ
ー消費量を算出した結果を図 5.5 に示す．同図から明らかなように商業施設のエネルギー消費
量は事務所用途の 2倍程度の 298×109（MJ）に達している． 
一方，エネルギー消費原単位の高い病院やホテルの延床面積は，23 区内の建物総延床面積に
対して 2％程度であり，用途別の消費エネルギー量としては相対的に少量である． 
 
表 5.3 建物用途別エネルギー消費原単位 
建物用途 エネルギー消費原単位(MJ/m2・年) 
事務所 1750 
商業施設 4686 
病院 2588 
ホテル 2886 
学校 438 
官公庁 1224 
住宅 560 
その他 1385 
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図 5.5 23 区内における建物用途別エネルギー消費量 
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5.5 空気熱源ヒートポンプのエネルギー消費量 
空気熱源ヒートポンプのエネルギー消費量を求めるには，建物の総消費エネルギー量に占め
る同システムの割合および，導入比率を既知とする必要がある．前者は(財)省エネルギーセン
ターの資料（16）により求め，後者は空気調和・衛生工学会の A&S データ（17）から推定した．
図 5.6に建物用途別の使用比率を示す．同図より，商業施設において個別分散空調システムの
採用率は高いことがわかる．これは，商業施設の多くは床面積が比較的小さく，小規模エリア
の空調に適した同システムの採用が多いためである．建物内におけるエネルギー消費量の使用
内訳から 40％を空調用エネルギーとして，空気熱源ヒートポンプのエネルギー消費量を算定
した．また，電力をエネルギー源とする空気熱源ヒートポンプ動力の一次エネルギー換算を行
い，その換算係数を火力発電ベース 0.369（東京電力データ）X)とした．  
文献(18)より，空調日数は 281 日のうち，冷房日数は 112 日である．冷房時と暖房時の入力
エネルギーは等しいと仮定し，これより冷房期間のエネルギー消費量を求めた． 
図 5.7に冷房期間における空気熱源ヒートポンプのエネルギー消費量の算出結果を示す．同
図より民生業務部門では商業施設における消費量が多い．病院，ホテル，高層ビルの事務所，
官公庁では吸収冷凍機やターボ冷凍機などのセントラル熱源システムの採用数が多く，空気熱
源ヒートポンプの採用割合の低率に伴い同システムのエネルギー消費量も少ない． 
住宅の算出値は資源エネルギー庁および，(財)省エネルギーセンターの資料より引用した値
から求めた．空調機のエネルギー消費量は 5.98×109(MJ)となり，事務所用途建物におけるエ
ネルギー消費量の 2倍程度である． 
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図 5.6 建物用途毎の空気熱源ヒートポンプ採用比率 
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図 5.6.1 建物用途別の空調エネルギー使用比率 
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図 5.7 冷房期間の建物用途別空気熱源ヒートポンプのエネルギー消費量 
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5.6 空気熱源ヒートポンプ廃熱量の算定 
空気熱源ヒートポンプからの廃熱は，建物の内部負荷（換気熱量を含む）と圧縮機の所要動
力の総和となる．前者は，空調機の消費電力および，COP 値により求めることができる.詳細に
廃熱量を導出するため，COP は本手法を用いて算定した実測値の 3.59 を採用した．後者は空調
機の消費エネルギーの 9割程度であると報告(19)されていることから，空調機の消費エネルギー
に 0.9 を乗じることで求めた．これらの値を用い，式(5.1)から廃熱量を算出した． 
図 5.8 に冷房期間に空気熱源ヒートポンプからの廃熱量を建物用途別に示す．同システムか
らの総廃熱量は 114.9×109（MJ）であり，6月～9月の夏季の間に東京都 23 区に到達する太陽
エネルギー量である 811.7×109(MJ) (20)(21)の 14.2(%)に相当する．また総量のうち 54.2％が商
業施設から排出されており，この用途での削減対策を積極的に推進していくことは当面の熱環
境負荷削減に有効である． 
例えば 23 区内のすべての商業施設の空機熱源ヒートポンプのエネルギー消費量を 10%削減
すると仮定すると，廃熱エネルギーの削減量は 5.4×109（MJ）となり，事務所用途建物におけ
る冷房期間中の総廃熱量の 52％を削減するのと同様の効果がある．商業施設における建物負荷
特性の把握や，空調機の実性能を評価することで機器選定の見直し，非効率運転の改善など，
最適な運用方法を解明していくことが望まれる． 
          )( COPEQex  P           式（5.1） 
ここで，Qex : 廃熱量(MJ) 
E : 空調機の消費エネルギー(MJ) 
μ : 圧縮機動力の割合 
COP : 成績係数 
 
 
図 5.8 建物用途別の廃熱量 
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第六章：結論 
本研究の成果 
本論文では，実運用下における空気熱源ヒートポンプの吹出し熱フラックスから，高精度で性
能を評価する手法を提案し，同手法の有効性の評価を行なった．さらに，都市域における同空
調機の廃熱量から，熱環境負荷量を定量化した． 
 第二章では，熱フラックスの計測方法について説明し，実験により，空気熱源ヒートポンプ
の吹出し気流の熱フラックス分布特性を明らかにした．熱フラックス分布特性の計測は，トラ
バース計測装置で行なった．吹き出し面を多数のメッシュに分割し，そのメッシュごとに吹出
し気流のエンタルピー，風速，空気密度を計測することにより熱量分布を算定し，その熱フラ
ックスの総和から有効発生熱量を求めた．室内機側においては吹き出し口を 30×30(mm)分割
し，各メッシュで熱量を求めることで計測精度は高くなり，吹出し熱フラックスから有効発生
熱量を誤差 10(％)以内で算定できる結果となった．室外機側においては，吹き出し口にダクト
を設置することで気流の拡散を抑制でき，熱フラックスの高精度計測が可能であった． 
第三章では，熱フラックス計測の実験結果から，簡易的に有効発生熱量を算定する手法を提
案した．そこで，風速のスカラー値と，吹出し面の垂直方向成分の風速値（ベクトル値）の測
定誤差を補正する手法を検討し，比較的安価なスカラー風速計で高精度評価する気流補正を行
なった．室内機側からの評価においては，吹出し気流の解析により，ファンの吹出し口近傍で
風速のスカラー値とベクトル値の相関が高いことから，スカラー風速値での高精度な評価が可
能であることが明らかとなった．また，ファン近傍において熱量の測定値は大きくなり，機器
特性を把握できた．このエリアでは熱量比は一定であったことから，熱量比を用いて性能を評
価する手法を提案した．室外機側からの評価では，吹出し気流は旋回流となりスカラー値のみ
での評価は困難であった．そこで，目的変数をベクトル値，説明変数を吹出し口中心からセン
サー位置までの距離とスカラー風速値をパラメーターとする重回帰式を作成した．この回帰式
により，吹出し面の垂直方向成分の風速値を標準誤差 8(％)で算定できることが確認でき，ス
カラー風速値から吹出し気流の高精度計測が可能となった．また，室外側からの高精度な性能
評価には，多点計測する必要があるため，その精度を保証する最少計測点数をもとめ，10 点
以上計測することが望ましい結果を導いた． 
第四章では，実運用下における空気熱源ヒートポンプの性能評価実験について述べた．これ
までの実験は負荷を一定に保ったまま計測を行っていたが，本実験では負荷を変動させた時の
有効発生熱量の算定を試み，第三章で提案した評価手法の計測精度を検証した．負荷毎の熱量
分布の詳細な計測から，熱フラックス分布特性を既知とした．また，暖房時においても熱フラ
ックス分布特性の計測を行ない，冷暖房ともに熱フラックスの分布特性は変化しないことが明
らかとなった．解析結果から，負荷が変動しても熱量比は変わらないため，熱量比を用いた簡
易評価手法で評価を行なったところ，誤差 15.9％以内の計測精度で有効発生熱量を算定できる
結論に至った．室外機側からの評価においても第三章で述べた方法で行なったところ，室内機
側との評価結果と一致し，室内機で評価できない場合や，マルチユニットタイプの空調システ
ム全体の性能評価にも適応する手法であるといえる．暖房時においては，圧縮機の回転数，排
除容積，および冷媒のエンタルピーなどから有効発生熱量を算定した．熱フラックス計測から
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の評価と比較し，精度検証を行なった結果，暖房時においても本手法の有意性を示せた．吹出
し熱フラックス計測に基づく簡易手法は，計測のために配管工事を行う必要がなく，空調機利
用者にも測定ができることや，同形状のものであれば同手法で評価可能であり，オンサイトで
の実性能の評価に有力な手法であると考える． 
第五章では，普及が急速に拡大している空気熱源ヒートポンプの廃熱量を実験により求めた
性能値を用いて試算し，同空調機の熱環境負荷量の定量化を行なった．東京都 23 区における
建物用途別の延床面積をもとめ，それにエネルギー消費原単位，空気熱源ヒートポンプのエネ
ルギー消費割合，冷房日数および前述の性能評価実験で算定した COP を用いて冷房期間に大
気に放出される廃熱量を計算した．実性能値を用いることで，リアリティのある廃熱量を同定
できたといえる．この結果より，夏季の直達日射量と廃熱の総量を比較したところ，廃熱量は
日射量に対して 14.2(％)である結果となった．また，商業施設において廃熱量が多くなること
が定量的に評価でき，この建物用途で率先して対策を進めていくことが重要であることを示せ
た． 
空気熱源ヒートポンプの実運用時におけるエネルギー消費性能を評価し，運用改善などを推
進していくことは熱環境負荷削減に対して重要であり，本論文で提案した同空調機の性能評価
手法の開発は，日常生活に不可欠な空調システムの健全な発展に非常に有益であり，省エネ環
境社会の更なる躍進にも寄与すると考える． 
今後の課題としては，本研究では実運用下での性能評価法を提案したが，評価に用いた供試
機は単一機種であるため機種毎に有する個々の特性に関する補正がなされていない．本研究結
果のさらなる精度向上のためには，様々な機種による補正係数の導入などの汎用性に関する検
討を追加することが必要である． 
都市域における熱環境負荷削減策を推進する上で，今後は空調廃熱の潜熱化や河川・海洋水
との熱交換など，都市域における大気環境へのインパクト量を低減することが重要となる．し
たがって，本研究分野に関する研究や知見は今後さらに高精度で要求されることは自明であり，
具現性の高い都市熱環境負荷量の低減策を策定する上での一助となれば幸いである． 
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